
○耐震診断・改修を促進するための法制度の見直し
・国による耐震改修に係る基本方針の作成
・地方公共団体による耐震化目標等に係る計画の作成
・耐震改修計画の認定対象の拡大、耐震改修支援センター（仮称）の創設 等

○地震ハザードマップの作成の推進
・地震時の建物倒壊の危険性、避難困難性、延焼危険性、住宅の密集度等の市街地の危険
性を示すマップ作成の推進

住宅・建築物の耐震改修等による安全市街地の形成住宅・建築物の耐震改修等による安全市街地の形成

◇耐震診断・改修を促進するための法制度の見直しや地震ハザードマップの作成の推進を行うとともに、耐震改修等支援を拡
充・重点化。併せて、密集市街地の地区内道路整備と一体に実施する沿道の耐震化・不燃化の建替の支援強化。

◇安全市街地形成のための緊急・重点整備◇耐震化が必要とされる背景

◇耐震化等の目標

７５％
（Ｈ１５年）

３年で８割
１０年で９割

・東海地震
約６７００人 約３２００人

・東南海・南海地震
約６６００人 約２９００人

○耐震性が不十分な建築物
建築物：約１２０万棟（約35%）
住宅：約１１５０万戸（約25%）

○東海、東南海・南海、首都圏直下
型地震等への減災の必要性

『我が国において、大地震はいつ
どこで発生してもおかしくない状況』

○住宅・特定建築物の耐震化率

○建物倒壊による死者数の想定

建築物と道路と一
体となって延焼遮
断機能を確保

避難路の確保、
消防活動困難
区域の解消

沿道の建築
物の耐震
化・不燃化半減

半減

耐
震
化
を
促
進
さ
せ
る
た
め
の
施
策
を
強
力
に
展
開
す
る
必
要

○建築物の耐震化と連携した地区計
画等による規制と誘導
・建築物の耐震化を重点的に実施する市街
地等において、地区計画等で道路の位置、
沿道の建築物等の不燃化等に関する規制
と建替の誘導。

住宅・建築物耐震改修等
事業の拡充・重点化
（全国展開及び避難路沿い
の住宅等への重点化等）

○耐震診断・改修を支援す
るための制度の整備

住宅・建築物に係る耐震

改修促進税制の創設
（工事費10%を税額控除等）

【鉄骨による
補強事例】

Ｈ17 住宅・建築物の地震防災推進会議提言より

緊急輸送道路沿いの建築

物の耐震化
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従前

防災環境軸の重点整備（市街地の大規模延焼の遮断）防災環境軸の重点整備（市街地の大規模延焼の遮断）

◇ 重点密集市街地内の防災環境軸の核となる「完了期間宣言防災路線」について重点支援

◇ 「完了期間宣言」と防火規制の連携、不燃化支援を強化

・首都直下地震による死者の死者の62%62%（（8,0008,000人）人）は
火災が原因と想定。（H17.2中央防災会議）

・市街地大火に対しては、延焼遮断機能が重要延焼遮断機能が重要
（阪神淡路大震災時は無風状態であったが12m以上の道路で延焼遮断）

・発災時に骨格道路は、避難・応急対応・救援拠点等
の機能が期待される。

背景背景

東京都における防災環境軸の形成状況（H16年度末）

防災環境軸の重点整備防災環境軸の重点整備

不燃化への支援

防火規制 完了期間宣言防災路線

市街地大火の防止には防災環境軸が有効市街地大火の防止には防災環境軸が有効

防災環境軸 道路・公園等の防災公共施設及び沿道建築物が一体と

なり、避難・延焼遮断機能を持つ都市の骨格軸

防
災
環
境
軸
を
早
期
形
成
す
る
た
め
に
は
、
道
路
整
備
と

沿
道
の
不
燃
化
を
連
携
し
、
集
中
的
に
行
う
こ
と
が
必
要
不
可
欠

重点密集市街地（全国８０００ｈａ）内の防災環境軸の核となる都市計画道路

で、防災上緊急に整備する路線として完了期間宣言をするとともに５年以内での
防災機能概成を宣言したものを達成するように重点的に支援。

防火規制防火規制

完了期間宣言防災路線完了期間宣言防災路線

都市計画による防火地域指定等によって、早期に規制・誘導による対応を可

能とするとともに、沿道の不燃化を促進する。

沿道 道路 沿道

形成済
防災環境軸

未形成
防災環境軸

重点密集市街地

凡例

連携連携

従後

避難者の安全を確
保するとともに隣
接する地区への延
焼の拡大を防止

防災環境軸形成イメージ防災環境軸形成イメージ
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民間による情報
提供では総合性、
一覧性に限界あ
り
→モード横断的
になっていない
→代替輸送等の
情報が不十分

災害発生時の
公共交通関係
情報が利用者
にリアルタイム
に提供されてい
ない。

現 状
公共交通情報提供システム

・運行情報

＋ 民間事業者と連携

・携帯電話（災害伝言板等）利用者

◇ 大規模災害等発生時における公共交通機関の最新の運行情報等を一元的にリアルタイムに利用者に提供

◇ ホームページや携帯電話で利用者に提供し、情報更新時にはメールによる配信（音声案内も可能）

・遅延情報
・代替輸送情報 etc.

・ユーザー登録者に対する自動更新サービス

・音声案内

[ホームページ] [携帯サイト]

モード横断的情報

利用者に提供する情報

各種方法でリアルタイムに提供

・地下鉄等の地下空間における通信・受信

環境の改善

災害発生時に
国土交通省に報告される
公共交通機関関係情報

鉄道 旅客船 バス航空

国土交通省

災害時における公共交通情報提供システムの整備災害時における公共交通情報提供システムの整備
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【海岸管理者】
・津波防災ステーション
〔避難・備蓄機能を拡充〕

・海岸避難塔〔新規〕
・海岸堤防避難用通路
【道路管理者】
・「道の駅」の防災拠点化〔機能を拡充〕
・避難路、緊急進入路

津波避難地・避難路等の総合整備の緊急実施と港湾・沿岸域における総合的な津波対策津波避難地・避難路等の総合整備の緊急実施と港湾・沿岸域における総合的な津波対策

・地域の状況にあった体系的な避難地・避難路等が未整備
・地域全体として施設整備の計画をとりまとめる体制が整っていない
・津波ハザードマップ策定は１４％にとどまる （重要沿岸域）

・避難地・避難路等の整備を内容とする「津波地域安全促進計画」を

策定し、関係事業を一体的・緊急的に実施
・新規事業として海岸避難塔などを追加
・的確な避難のために津波ハザードマップを策定

課題の解決

避難地・避難路等の整備事業

津波に対しては避難が重要

『道の駅』防災拠点化

港湾防災緑地

河川防災ｽﾃｰｼｮﾝ

防災公園

津波防災ｽﾃｰｼｮﾝ

港湾

急傾斜地崩壊対策

海岸避難用通路

避難地
避難地

避難地

堤防開口部

遠隔操作

緊急進入路

津波！

避難路

海岸避難塔

避難ﾋﾞﾙ

津波情報提供施設

『道の駅』防災拠点化

港湾防災緑地

河川防災ｽﾃｰｼｮﾝ

防災公園

津波防災ｽﾃｰｼｮﾝ

港湾

急傾斜地崩壊対策

海岸避難用通路

避難地
避難地

避難地

堤防開口部

遠隔操作

緊急進入路

津波！津波！

避難路

海岸避難塔

避難ﾋﾞﾙ

津波情報提供施設

【公園管理者】
・防災公園〔採択要件拡充〕
【河川管理者】
・河川防災ステーション
【港湾管理者】
・港湾防災緑地
【地方公共団体】
・急傾斜地崩壊防止工事とあわせ
避難地・避難路を創出
・避難地・避難ビルの整備

＊下線、青字は新規事業
水域・陸域にわた
る放置等禁止区
域の指定

避難施設・流出防止
フェンス等の整備

防波堤の

嵩上げ・延伸

住民・港湾労働
者、船舶のため
のハザードマップ
等の作成

基地局

）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）

ハード ソフト

陸閘の自動化等
開口部対策の強化

海岸堤防等の整備

海岸堤防等の
点検・耐震調査津波発生！

）
）
））
）
）
）
）
）
）
）

GPS波浪計による
津波の観測

・航行警報自動発出
（最速1.5分で提供）

海上保安庁

航行警報

水域・陸域にわた
る放置等禁止区
域の指定

避難施設・流出防止
フェンス等の整備

防波堤の

嵩上げ・延伸

住民・港湾労働
者、船舶のため
のハザードマップ
等の作成

基地局

）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）

ハード ソフト

陸閘の自動化等
開口部対策の強化

海岸堤防等の整備

海岸堤防等の
点検・耐震調査津波発生！

）
）
））
）
）
）
）
）
）
）

GPS波浪計による
津波の観測

・航行警報自動発出
（最速1.5分で提供）

海上保安庁

航行警報

緊急地震速報に対応した
ケーブル式海底地震計の整備

気象庁

津波予報改善
（近海の地震について
最速２分で発表）

港湾局

◇ 各種事業を結集して避難地・避難路等の整備を行う「津波地域安全促進計画」を策定
◇ 計画に基づき関係事業（海岸、河川、道路、都市公園、港湾等）を一体的・緊急的に実施し、津波ハザードマップ作成とあわせて概ね
５年間で避難困難地を解消
◇ 海溝型地震による甚大な津波被害が想定されていることから、関係部局が緊密に連携し、ハード・ソフト一体的な津波対策を強化

情報提供 情報提供

港湾・沿岸域における総合的な津波対策の強化

港湾危機管理情報ネットワーク
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水害による市街地の深刻な被害の緊急回避水害による市街地の深刻な被害の緊急回避

○地下街管理者等が自ら行う浸水対策（止水板等）への税制・融資・

助成

○避難確保計画策定への強力な支援（浸水シミュレーションの実施、

ハザードマップの作成）

○光ファイバー（河川・下水道等の管理用）による地下街管理者への

わかりやすい災害情報の確実な提供

○雨水貯留管や既設下水管渠のネットワーク化等

により地下街等の安全性を緊急に確保

◇対策が本川に劣後してきた支川について、人命や生活再建困難な内水※被害の恐れが高い地区を５年で解消するための総合内水対策
制度を構築

◇地下街管理者等が自ら行う浸水対策（避難確保計画の策定、止水板等の整備）への強力な支援
光ファイバ網を地下街管理者と接続し確実に防災情報を伝達

止水板の設置 リアルタイム浸水情報の提供

2004/7/13 24時00分

NN

0. 0 2.01. 0 km0. 0 2.01. 00. 0 2.01. 0 km

信濃川

刈谷田川

信
濃
川

浸 水深凡 例

2 .0 m

1 .5 m

1 .0 m

0 .8 m

0 .6 m

0 .4 m

0 .2 m

破堤点破堤点

－地下街は浸入水が貯留し水位上昇が早いため人命被害が深刻

－避難経路が限定される。水に逆らって避難することは困難

－外界の状況を把握しにくいため状況判断が遅れる

－地下の電気機械など中枢施設の機能が停止する可能性大

地下街等における浸水被害の解消

○内水対策を戦略的に行うため、国と地方が連携してハードとソフ

ト対策を一体とした総合内水対策計画を策定

○概ね５年間で内水浸水対策を実施し高ダメージ内水被害を解消

高ダメージの内水被害の解消

内水被害
危険度ランク
図のイメージ

・ハード対策
ポンプ、貯留施設、二線堤
（輪中堤）等の整備計画
・ソフト対策
避難計画、ポンプの運転調
整ルールの設定、土地利用規
制等

内水被害危険度ランク図の作成

○地形特性や降雨特性から、人命に直結する内水被害を受ける危

険性が高い地域を想定。

－これまでは外水対策が優先され内水対策は被災箇所への対応
が中心

－近年の集中豪雨等により、内水被害による死者の発生や避難活
動への影響を懸念

戦略的な内水被害対策の実施

※ここでいう内水は、本川水位の上昇に伴い支川の自然排水が困難となり流域内に湛水が生じるもの
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河川

排水機場××

避難計画の作成

二線堤の整備

土地利用規制

排水ポンプ場
の整備



的確な判断に資する防災情報の確実な提供的確な判断に資する防災情報の確実な提供
◇ 市町村の避難勧告等発令の判断、個人の避難行動の判断に資するわかりやすい防災情報を提供

◇ 光ファイバ網を市町村と接続し双方向で確実に防災情報を伝達・収集

◇ 災害時だけでなく平常時の情報ネットワークを形成しデジタルディバイドの解消に寄与

○平成１６年の豪雨災害等における情報提供に関する課題

－市町村が災害の状況を的確に理解し判断できないため、避難勧告等の発令に遅れ

－個人には、マスメディア経由の情報のみで、付近の災害の状況や自らの危険性を把握できる情報が不足
あわせて、実際にどうすべきかがわかる情報が欠如

○市町村毎に必要な水位・雨量予測情報、洪水予警報等を
提供（Ｈ１８より全市町村）

○提供情報のビジュアル化
・災害の危険を実感できる動画像情報の提供
・水位縦断図、浸水情報、土砂災害警戒情報、台風情報等
○中小河川でも10分間隔で洪水予測を実施
（５年間で全国面積の６割を占める一級水系の支川900河川で実施）
○観測強化等により洪水警報の対象区域をさらに細分化
○きめの細かい台風進路予報を提供（12時間→３時間刻み）

自ら判断できるわかりやすい情報の提供 地域防災情報ネットの構築

○災害時においても輻輳しない国土交通省光ファイバを市町
村、地下街管理者等と接続し災害情報を直接提供
（約２３０市町村(H１７)→約４００市町村(H１８)）

○個人・市町村へ防災情報を多様な手段で提供
・インターネット、地上デジタル放送、ケーブルテレビ等
・カーナビ(ＶＩＣＳ)等を活用し道路利用者に災害情報を提供

○市町村の的確な判断を支える判断・伝達マニュアルの作成
等を支援

○河川防災モニター制度により流域の浸水情報、土砂災害前
兆情報を収集

情報の確実な伝達・収集
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ケーブルテレビ

12 3

45 6
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＊0 #

1 2 3

4 5 6
7 8 9
＊0 #

河川防災モニター河川防災モニター

地上デジタル波

避難勧告等
発令情報

動画像等の

防災情報

個人個人

市町村市町村

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

浸水情報

土砂災害前兆情報

防災情報

＜提供する情報の例＞＜提供する情報の例＞国土交通省

地域密着の気象情報を提供

○○市大雨警報発表中

地域密着の気象情報を提供

○○市大雨警報発表中○○市大雨警報発表中

洪水の状況等の動画像提供

川の水位情報をビジュアル化

洪水の状況等の動画像提供

川の水位情報をビジュアル化
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